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1 ． は じめ に

　放射線 を取 り扱 う使用 施設   は ，医療機関を含め 多

数存在す る． こ れ ら の 使 用 施 設 は 管 理 区 域 を 設 け 施設

管理責任者   お よ び 放射線取扱主 任者 を 置 き，こ れ ら

管理区域を管理監督 して い る．当工 業会加入各社 の 業

務 は こ れ ら使用施設 の 管理 区域 内 に お け る 作業が 主 で

あ る ため ，施設管 理 責任者の 管理 下 で 作業を実施 し な

け れ ば な ら な い ．ま た，管理 区域 に 立 ち入 る 作業者 も

放射線 に 関 して の 知識 をもっ て い る こ とが，安全面 で

必 要 と され る ．

　医療機 関 に お け る 装 置 の 搬 入 か ら 引 き 渡 し に 至 る一

連 の 据付作 業 は ，重量物取扱作業 ，高所作業 ，電気取

扱作業 ，放射線取 扱作業 な ど の 複合 さ れ た作 業 で あ り

常 に 安 全 に 対 す る 意識 が 必 要 で あ る ．

　本 ガ イ ドラ イ ン は，装 置据付調整作業時 の 放射線安

全 を確 保 す る た め の 作 業基 準 に つ い て 記 述す る ．

　なお
， 据付調整作 業時 に お ける放射線安全 を確保 す

る た め に ，各社制 定 の 安全 教育 に 追加 して 本 ガ イ ドラ

イ ン に よ る 教 育 を実施する ．

　そ の 後，定期的 な 教育 を年 1 回実施 し，本 ガ イ ドラ

イ ン の 遵守を常 に 図 る もの とする ．

　本 マ ニ ュ ア ル の 運用 に あ た っ て 現場 に お け る 施設管

理責任 者 よ り別途指示が あ る 場合 は，そ の 指示 を優先

す る ．

　（注 ）施設管理 貴任者 とは，そ の 医療機関 が 定め る 放射線 障

　　 害 予 防規 定 に お い て ，診 療 用 高 エ ネル ギー放 射 線 発 生

　　 装 置 （以 下 「装 置 」と い う）を 設 置 ま た は 使 用 す る 施 設

　　 （以下 「使 用 施 設 」とい う〉に お い て 医療機 関側 か ら選 出

　　 され た 者 で 放 射 線 障 害 防 止 に 関 す る責 任 者 と して 任 命

　　 さ れ て い る 者 をい う．

2 ． 据付調整従事者の 定義 と役副

2−1　 据 付 調整従 事者 の 定義

　据付調整従事者 と は
， 各社 の 中か ら放射線業務従事

者 と して 指名 し，管 理 され て い る 者 で 装置 の 調整作業

を行 う者 で あ る ，据付調 整従事者の 中 か ら，据付調整

責任者 を選 出する ．

2−2　据 付調整 責任者の 役割

　据付調整責任者は使用施設 の管理 区域内で の作業を

行 う際 ，施 設管 理 責任者 の 管理 の も と で 据付 調整業務

を安全 に 行 う者 で
， 下記 の 業務 が あ る ．

　  施設管理責任者 に 対 し事前 に据付調整工程表 （様式

　　1 ）を提 出 し，施設 管理責 任者 の 許可 を 得 る ．

  据 付 調整期 間 中 に お け る 作業 を 管理 す る と と も

　　 に ，施 設管理責 任者 の 指示 に 従 い 管 理 区域 内 の 安

　　全 を確保す る ．

　  据付調整作業 を行 う管理区域内 で の 安全確 保 の た

　　 め の 諸施策 を 実施 ・監督 す る ．

  当 日 の 据付 調 整作 業 の 作業 内容 を適 時，表示 す

　 　 る ．

  工 程 の 進捗 を 適 時，施 設管理責任者 へ 報告 す る．

　  全 て の 据付調整従事者 に 対 し，据付 調整責任者 の

　　指示 の も と で 作業 を行 うこ と を徹底 させ る ．

  万
一
事故が 発生 し た場合は 速や か に施設管理責任

　　者 へ 報告す る と とも に所属 上 長 に 報告す る ．

  都合 に よ り業務 の 継続が 困難 と な っ た場合 は
， 事

　　前 に 施 設管理責任 者 に 届 け出 る こ と．ほ か に 据付

　　調整従 事者 が い る 場合 は ，据付調整 責任者 の 職務

　　を継承 さ せ る ．

2−3　据 付 調整従 事者 の 役割

　据付調整従事者 は 使用施設 の 管理区域内 で ，据付調整

責任者 の 指示管理 の も と で 据付調整 作業 を据付調整 マ ニ

ュ ア ル に 基 づ き実施す る者で ，下 記 の 業務 が あ る．

　  据付調整責任者の 指示 に従 い ，作業 を実施 す る．

　  作業安全 及 び 安 全 作 業環境 の 確保 に 努 め
， 放 射線

　　安全 を 第
一

に 作 業 す る ．

  当該装置 の 据付調整 マ ニ ュ ア ル 等 に 従 い 据付調 整

　　作業 を実施する ．

  万
一
事故が 発生 し た 場 合は 速や か に 据付調整責任

　　者へ 報告する．不在 の 場合 に は ，速 や か に 施設管

　　理責任 者お よ び 所属 上長 へ 報告 す る ．

　  据付調整責任者が不在 の 場 合お よびそ の 他都合 に よ

　　 り業務 の 継続 が 困難 とな っ た 場 合 は，施 設 管 理 責任
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ー

放射線 発生 装 置据 付 調 整 時 の 放射 線 安 全 ガ イ ドラ イ ン 型

一 一

OOO 装置 型式 ； OOOOO 株式 会社 　　　ooooaSPt 部

様 式 1　 据 付 調 整 工 程 表

者 に 届 け 出 る と 同 時 に 据 付 調 整 責任者 の 職 務 を継承

する．

3 ． 据付調 鹽榮務 の放射 線安 全確保 に関 する事項

3−1　 施設管理 責任 者 に 関す る 事項

　施設管 理責任者 は
， 使用 施設 に お け る 放射線安全 の

確保 に 責 任 を負 う立場 か ら ， 使 用施 設 に お け る 作業 す

べ て に 関 し承知 して い る 必要 があ る ．したが っ て 、使

用施設 に お け る 装置 の 据付調整作業に つ い て もすべ て

を把 握 して い る 必要 が あ る ．

　な お ，必ず しも院長 で あ る 必 要 は な い ．

　  施設管理責任者 は放射 性同位元素等 の 使用 許可証

　　等の 内容確認 をお こ ない 据付調整責任者 に 示す．

  施設 管 理 責 任者 は 装 置 の 設置室 （以 下 「使 用 室」と

　　 い う）で 作業 を お こ な う業 者 に 対 して
， 作 業 工 程

　　 表 の 提 出 を義務 づ け，そ の 工 程表 に 基 づ き，各 業

　　者 の 作業 工 程 が 重 な ら な い よ う調整 し，使 用施 設

　　工 事等を含む作業工程表を作成 し，使用 室入 口付

　　 近 に 掲示 す る．

  施設管理責任 者は使 用室 内で 作業 する業 者 に対 し

　　て ，作業前 に使用施設 工 事等 を含 む工程 表を確認

　　 し，自ら が お こ な う作業以外の作業工 程 を確認す

　　 る よ う に 指 示す る．

　施設管理 責任者 は 装 置 の 据 付調 整 作業中 に 使用 施設

工 事 等 で
一

時 立 ち入 りの 必 要 が 発 生 し た 場合 ，据付調

整責任者 に 対 し，そ の 旨 を 連絡 し，業務 の 中断及 び 使

用室 内 の 安全 を 確保 す る ．

な お ，必 要 に 応 じ て
一

時立 ち入 り者 に 対 して ポ ケ ッ

ト線量計等の着用 at）を確認 す る．

（注）関連法規　　放射性同位元素等 に よ る放射線障害 の 防

　　 止 に 関す る 法律 施行規 則 第20条 （測 定 ）及 び科 学 技 術 庁

　　 告 示 第 5 号 18条 （
一

時 的立 入 者 の 測 定 に 係 る 線 量 〉参照

　　 （662 頁 ）
m

3−2　据付 調整 貴任者 に 関 す る事項

  据付調整責任 者 は 施設管理責任者 に 対 し事前 に 据

付調整工 程 表（通電 ，照射 実施予定 日等 を 記載 ：

様式 1 ）を提出 し，施設 管 理 責 任 者 の 許 可 を得

る ．

  据付調 整責任 者 は 放射性 同位元 素等 の 使用 許可証

等 の 内容 を確認 す る ．

  据付調整責任者は放射線作業 を始め る前に，使用

室入 口 に 注意表示 （Fig．1）及 び防護柵（Fig．2）を設

置 す る ．

注 意表示 に は
， 当 日の 作 業 内容 お よ び 「放射線作

業 中」を明示す る ．

  据 付調 整責 任 者 は 据 付 調 整従事者 に 対 し始業時 ，

安 全 お よ び 当 日 の 作 業内容 の 確認 を 行 う．

  据付調整責任者 は 施設管理責任者 の 指示 を受け，管

理 区域 内へ 使用施設 工 事等 で
一

時立 ち入 り者が 入室

す る場合 に は，据付調整作業 を中断 し，
一

時立 ち入

り者 を 管理 す る．また，
一

時立ち入 り者 が ポ ケ ッ ト

線量 計等の 着用 が 必要な場合 は，着用 の 確認 を行

い ，必要 に 応 じ入 室前 に放射線安全 に 関 す る 注意事
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無断入室禁止

放射線治療装置の据付調整作業中です。

大変ご迷惑をお掛け致しております、

当装置は放射線・高電圧が発生する為、無断立ち

入りを禁止致しますゐ
室内に入る場合は、 下記責任者の許可を受けて

指示に従っ てください
。 ご協力お願い致します。

放射線作業中

灘
施股管理責任 者

QQ 　 OO

据付圃整責任 者

Ooooen 式会祉

國

Fig．1　 注 意 表示 Fig．2　防 護 柵

使用 室入 退 室管理 表 （例 ：線量 記録の 無い機 式）

年 　　 月　　 日

一 一

OOOOO 株式 会社　OO 事 me部　据 付 鯛 整 責任看

会社名 作業者 名 依頼元 作業内容 開始 時刻 終了 時刻 教育実施

施設 ・弊社

施股 ・弊社

施設・弊社

施 股
・
弊社

施股
・
弊仕

施 股 ・弊祉

施 股 ・
弊祉

施設 ・弊 社

施股 ・弊 社

様 式 2　 使 用 室 入退 室管 理 表

　 項 の 説明 も行 う．

  据付調整責任者 は 使用 室へ の 外注業者 の 入退室を

　入
・
退室管 理 表 （様式 2）に 記録 し管 理 す る ．一

時立

　 ち入 り者 に 対 す る 入室 前 の 放射線安全 に 関 す る 注

意事 項 の 説 明後 は 使用 室 入退 室 管理 表 の 所 定欄

（教育実施欄）に記入 する．ま た，ポ ケ ッ ト線量計

等 の 測 定 を行 っ た 場 合 は ，退室時 に 測定値 を所定

欄 に記入 す る ．（様式 3 ）
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診療 用高 エ ネル ギー放射線発 生装 置据付調整時の 放射線 安全 ガ イ ドラ イ ン 661

使用室入 退 室管理衷 （例 ：線 量記録 の 有 る様式 ）

年　 　 月　　 日

一

QOOOO 株式 会社　 OO 事業部 　据 付髑整 責任者

会社名 作業者名 依頼元 作棊内容 開始時刻 終 了時刻
教 育 実 施

線血計 周0，
測窟線億

施般 ・弊 社

施般 ・弊 祉

施般 ・弊 社

施骰 ・弊 祉

施般 ・弊 社

施毅 ・弊 社

施設 ・弊 社

施股 ・弊辻

施股 ・弊社

様式 3　使 用 室 入 退 室 管 理 表

　 　使用室入退 室管理表 （様式 2 また は 様式 3 ）は 施

　設管 理 責任 者 に 適 時 ，報 告 す る．

  据付調整責任 者 は ガ ラ ス バ ッ ジ等個 人線量 測定器

　 を 自ら着用す る と と もに ，据付 調整従事 者 の 着用

　 を確認す る．

3−3　 据付 調整 従事者 に 関 す る 事項

　  据付調整従事 者 は 施設管理責任 者お よび据 付調整

　　責任者 の 指示 に したが い ，放射 線安全 の 確 保 に 努

　 　 め る ．

　  据付調整従事者は ガ ラ ス バ ッ ジ等の個人 線量測定

　　器 を着用 する ．

　  据付調整従事 者 は 据付調整責任 者 に よ る 始業指示

　　を受 け，当 日 の 作 業予 定 を事 前 に 確 認す る．

3 −4　放射線作業に関す る事項

　据付 調整責任者 は ，下記事項 に 留意 し業務 を 推進す

る ．使用 施設 の 放射線 安全 管理体 制 （放射性 同位元 素

等 の 使用許可 ，放 射線障害予 防規定の 制定，放射線取

扱主 任者 の 選 任 ，管 理 区 域 標 識 等 の 掲示，放射線障害

の 防止 に 必要 な注意事項 の 掲示）が 確 立 して い る こ と

を確認す る ．また ，放射線作業 は 施 設管理責任者 の 許

可 の も と に 作 業 を す る ．

　  放射線作業 開始前 に 下 記 の 工事 が完了 して い る こ

　 　 と を確認 す る ．

　 　 ・監 視 カ メ ラ 　 　 　 　 ・イ ン タ
ーホ ン

　 　 ・ドア イ ン タ ロ ッ ク　 ・表示灯

  照射 前 に は ，使用 室入 口 に 「放射 線作 業 中」（Fig．

　 D の 掲示 を表示 す る．

  照射前 に は 必 ず使用 室内 に 入 り，「放射線 を 出 し

　 ます」と 声 を掛 け，室内 を 巡 回 し目視確認 に て 入

　室者が い な い こ と を確認す る ．

  照射前に は イ ン ターホ ン に て 「放射線を 出 し ます」

　 と 声掛 け を し
， 応答 が な い こ と お よ び 監視 カ メ ラ

　 に て 使用 室 内 に 人 が い な い こ と を確 認 し照 射 す

　 る ．

  施設管理 責任者か ら の 指示 に よ り他 の 工 事関係者

　が使用 室内に 立 ち 入 り作業す る場合に は ，装置の

　電源 を切 り，安全 を確保する．また ，使用 室入 ロ

　 ドア が 閉 ま ら ない よ うに ドア に 「く さ び 」等 を挿 入

　す る 処置 を併 用す る こ と．ま た ，天井裏 で 作業す

　 る 場 合 に は 「高 所 作 業 中 」の 表 示 を脚 立 に 取 り付

　け，作業終了 時に は 必 ず脚立 は床に寝か す こ と．

  使用室 に 入 る 場合 に は ，使用室入 口 の ドア は 開 け

　 た ま ま に して お くこ と．ま た
，

一人 で の 作 業 中 に

　使用 室 に 入 る 場 合 に は，イ ン タ ロ ッ ク 用 の キ
ー

　 （鍵 ）を 抜 き，キ
ー

を 持 っ た ま ま で 入 る こ と．

  放射線 の 照射作業を行 う場合は ，必 要 な 時以外は

　 コ リメ
ータ を 全閉す る な ど の 処置 を 行 っ て，使用

　 室 か ら の 漏 洩線量 を 低 減 させ る．

  初め て 放射線 を照射 した場合 ， 速 や か に 電離箱 サ

　
ーベ イ メ

ー
タ で 使用室入 口 の ド ア 周辺，操 作室 な

　 ど 隔壁 の 外側 で 漏洩線量 を 測定 し， 基準値 以 下 で

　 あ る こ と を確認 す る ．
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6塑＿ 日本放射線技術学会雑誌

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 関 連 法 規 （抜 粋 ）

　　　1．放射性 同位 元素等 に よる放 射線 障害 の 防止 に関す る 法律

　　　　　（昭和32年 6 月 10日 法律第167号 　最終 改正 　平 成 13年 12月 12日 法律 第 153号 ）

　　 2 ．放射性 同位元 素等 に よ る 放射 線 障害 の 防止 に関す る 法律施行規 則

　　　　　（昭和35年 9 月 30 日 総理 府令第56号 　最終 改正 　平 成 13年 6 月 15 日 文部 科学省 令第 71号 ）

　　 3 ．労働安全衛生 法施行令

　　　　　（昭和47 年 8 月 19 日 政令第318号　最終改正　平成 13年 3 月28 日 政令第78号）

　　 4 ．電離放射線障害防止規則

　　　　　（昭利 47 年 9 月30 日 労働省令第 41号　最終改 正　平 成 t3年 7 月 16 日 厚 生労働 省令 第 171号 ）

　　 5 ，電離放射線障害防止規則の 一部を改正 す る省令の 施行 に つ い て

　　　　　（昭和64年 1 月 1 日 基発 第 1 号 都道府 県労働 基準局 長宛 労働省 労働 基準局 長通知 ）

　　 6 ．医療法施 行規則

　　　　　（昭和23年 ll月 5 日 厚生省令第50号　最 終改IE　平成 14年 3 月27 日 厚生労働 省令第44 号 ）

※ 放射性同位元 素等による放射 線 障害の防 止に関 する法律 施行規則

（昭和 35 年 9 月30 日 総理府令 第 56号　最 終改 正　平成 12年 6 月 15日 文部科学省令第71号）

第 4 章 測定等の 義務

（測　定）

第 20条

　 1．法 第20 条第 1 項 の 規定 に よ る 測 定 は ，次 に 定 め る と こ ろ に よ り行 う．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （中　略）

　 2．法 第20条第 2 項の 放射線の 量 の測定は，外部放射線に被ば くす る こ と （以 下 「外 部被 ば く」と い う）に よ る 線量

　　及 び 人 体 内部 に 摂取 した 放射性 同位 元素 か ら の 放射 線 に 被 ば くす る こ と （以下 「内部被 ば く」と い う）に よ る 線

　　 量 に つ い て
， 次 に 定 め る と こ ろ に よ り行 う．

　 　 （1）外部被 ば く に よ る 線量 の 測定 は 次 に 定 め る と こ ろ に よ り行 う こ と．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（中　略）

ホ　管理 区域 に 立 ち入 る 者 に つ い て
， 管理 区域 に 立 ち入 っ て い る 間継続 し て 行 う こ と．ただ し，管 理 区域

　　に
一

時的 に 立 ち入 る 者 で あ っ て 放射線業務従事者 で ない もの に あ っ て は，そ の 者 の 管 理 区域 内 に お け

　 　 る 外部被 ば くに よ る 線量 が 文 部科学大 臣が 定 め る 線量 を超 え る お そ れ の な い ときは こ の 限 りで な い ．

文部 科学 大臣 が 定 め る 線 量 ：平 成 12年 10月 23 日 科 学技 術庁 告示 第 5 号

（
一

時 的立 入 者 の 測定 に 係 る 線 量 ）

第18条

　規則 第20条第 2 項第 1号 ホ に 規 定す る一
時 的立入 者 で あ っ て 放 射線業 務従事 者 で な い もの の 測定

に 係 る 線量 は
， 実効 線量 に つ い て 100 マ イ ク ロ シ

ーベ ル トと す る ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（後　略）

　 　 　 　 第 58 卷 　 第 5 号
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診療用高エ ネル ギー放射線発生装 置据付調 整時の 放射線安全 ガ イ ドラ イ ン 663

社団法人 日 本 画像 医療 シ ス テ ム 工 業会

法規
・経済部会　　安全 性委員 会
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